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企業結合事例 

 

以下の事例は、いずれも、令和 6 年度企業結合事例集の対象期間より後の事例です。来年 6

月に公表の令和 7 年度企業結合事例集に登載されるものと思います。 

 

令和 6 年度事例集に登載された事例は複雑なものが多いので、むしろ、下記の、特徴的でさ

ほど頁数の多くないものを選んだほうがよいように考えました。 

 

令和 6 年度事例集のいくつかの事例について白石から若干述べた後、 

 

前半 

   [追記] 2025-10-16 に気づいたのですが、この事例についても（塩野義製薬／鳥居薬

品と同様に）「詳細」が公表されていました。セミナーでは「詳細」を映写します。

（「概略」は下記） 

  公表資料の全体 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250430_kiketsu_at.html 

   概略 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250430_kiketsu_at_gairyaku.pdf 

 

 企業結合規制の簡単な振り返り 

  [企業結合規制（基本解説セミナー資料）] 

   審査手続 

   違反要件 

    一定の取引分野における（市場画定） 

    競争を実質的に制限する 

 

 企業結合の届出一覧 

  https://gyazo.com/a1d82dacbf5fab103a2425a86a53d1ba 

 日本たばこ 

  1 頁にしか出てこない（？） 

  2 件の企業結合を一体として検討したが、日本たばこ関係部分には公表資料に書くよう

なものはなかった、ということか（？？） 

  よくわからないが、とにかく、塩野義製薬／鳥居薬品の水平型企業結合として検討 

 水平のうち、特に公表審査結果に載せたもの 

  ダニアレルギー性鼻炎治療薬 

  コルチコイド剤Ⅱ群 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250430_kiketsu_at_gairyaku.pdf


2 

 

  コルチコイド剤Ⅲ群 

  コルチコイド剤Ⅳ群 

  （当事会社はコルチコイド剤Ⅰ群は製造販売していない模様……3 頁の表の上の段落） 

 市場画定（上記 4 種のいずれについても） 

  医薬品については ATC コードによって市場画定をすることが多いが、 

   ATC コードレベル 3 では多数が含まれすぎ、 

   しかし、該当するレベル 3 分類を細分化したレベル 4 は存在しない 

  →本件では、「診療ガイドラインの記載内容を確認し、……、需要者からみた機能・効

用が同種であるものの範囲を検討した。」 

  4 種それぞれで別々の市場とし、それぞれに「隣接市場」を認識 

 競争を実質的に制限する 

  ダニアレルギー性鼻炎治療薬 

   「競争を実質的に制限する」を満たす 

    100% 

    競争者からの牽制力なし 

    参入圧力なし 

    隣接市場からの競争圧力は限定的 

     薬物療法を改めて検討したが根治・長期寛解でない 

    需要者からの競争圧力なし 

     「医薬品卸売業者等は、競争者の存在を前提とした価格交渉の機会が失われるこ

ととなる。」 

   問題解消措置 

    簡単に言えば、塩野義製薬の市場シェア 5％の事業をやめて、同等の競争者を創出

する。 

      ビジネス的には、他の商品役務に意味があるから企業結合したのである、とい

うことであろうと推測される。 

     審査結果は以下のことを言語化していないが、 

      当該事業を引き継いで塩野義と同等の競争パフォーマンスを見せる者が現れ

れば、企業結合前後の状態は同じであるということになり、企業結合「により」

競争を実質的に制限する、ということにならない。 

     具体策 

      フランスの会社からのライセンス（2 頁）を受けない 

      フランスの会社からのライセンスを受ける会社が見つかるまで当該事業を毀

損せず保持 

  コルチコイド剤Ⅲ群 

   セーフハーバー基準に該当→問題なし（10 頁） 
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  コルチコイド剤Ⅱ群・コルチコイド剤Ⅳ群 

   それぞれ別々に検討したが、検討内容は（たまたま）同じ 

    競争者により牽制力あり 

    隣接市場からの競争圧力あり 

    需要者からの競争圧力あり 

   → 問題なし 

 

後半 

 イオン／ツルハ 

  詳細 

 https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250430kiketsu_at_shosai.pdf 

 

 

 企業結合の届出一覧 

  https://gyazo.com/f15692902cbb93036a612bccf9de5b8d 

 リアル店舗小売業の水平型企業結合 

  水平型企業結合の基本的考え方を適用するだけであるが、 

  全国に多数の検討対象市場（一定の取引分野）が発生するので、それらを大量処理する

便法が発達 

   リアル店舗小売業の需要者が、全国各地に住む生身の人間なので、需要者からみて選

択肢となる範囲が、「徒歩で行ける範囲」「車で行ける範囲」などに限定される。（「地

理的範囲」の画定） 

    徒歩か車か、などは事案や地域による。 

  売られる商品で細分化するより、そのような多種多様なものを取り揃えている業態そ

のもの（例「ドラッグストア業」）として市場画定されることが多い。 

   観念的には、「あそこに行けばドラッグストア的なものは揃っている」という状態を

需要者に売ることについて競争している。 

 一定の取引分野（市場画定） 

  他業態とは一つの市場とならない 

   調剤薬局 

   他業態の小売店舗 

   インターネット通信販売 

  「全店舗又は地域ごとの統一価格を設定」の有無（3 頁 2（1）） 

   もし本当にそうなら、店舗ごとの市場画定をしない理由（または、店舗ごとの一定の

取引分野に競争を実質的に制限するが生じない理由）となり得る 

   事実の問題として否定 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250430kiketsu_at_shosai.pdf
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  「ツルハグループ店舗を基点に「半径 2km 以内」」 

   イオンを基点にするよりツルハを基点にするほうが、両者が競争関係にあるものを

捉えるに際して効率的であったものと推測される。 

   車はあまり使わないことを前提か 

   そうして一律の基準を置いた上で、地域によっては地域特性を加味できるよう 4 頁

（2）「ただし」の記述 

   （よくある質問への回答） 

    [DCM／エンチョー]では半径 5km 以内 

     ドラッグストアとホームセンター （？） 

    本当は（当事会社店舗でなく）需要者からみて半径 2km 以内等とすべきだが、需

要者は多数が散らばっているため、（需要者よりは数が少ない）当事会社店舗を出

発点とした代替指標を便宜的に用いている、と理解できる。 

 「2 経済分析の概要」（4〜7 頁） 

 「3 個々の商圏についての検討」（7 頁〜） 

  検討対象商圏は 1330 商圏 

   うち 1173 商圏は、企業結合後の競争者が 2 以上 

    [DCM／エンチョー]では 2 でも詳しく見た模様 

   うち 157 商圏は、競争者が 1 か 0 

    うち 101 商圏については、 

     競争者は 1 のみだが十分な競争圧力（59 商圏） 

     1 の競争者から一定程度の競争圧力 ＋ 商圏外から一定程度の競争圧力（42 商

圏） 

    うち 13 商圏は、イオン店舗とツルハ店舗が、2km 以内ではあるが需要者からみて

この両者が 2 強という感じではなく、 

     商圏内で一定程度の競争圧力（8 商圏） 

     商圏外から一定程度の競争圧力（5 商圏） 

    うち 16 商圏は、商圏外の競争者からの競争圧力が一定程度働いている 

     アンケート等で確認（14 商圏） 

     携帯電話事業者が提供する人流データを使用して調査（2 商圏） 

    うち 12 商圏は、他業態の小売店舗（市場画定からの敗者復活）による競争圧力 

    うち 5 商圏は、1 年以内に競争者店舗の新規出店の計画 

   残り 10 商圏 

    → 「競争を実質的に制限することとなる」を満たし、企業結合をすると違反。 

 問題解消措置 

  10 頁に 10 商圏の一覧表 

  10 商圏それぞれについて、いずれか 1 店舗を第三者（ドラッグストア業を営む意思を
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持つ者）に譲渡 

  譲渡まで、 

   事業価値を毀損しない 

   消費者（需要者）に不当に不利な価格を設定しない 

  本件統合の実行までに、競争者店舗の新規出店などが発覚し、市場の状況が変化した場

合は、当事会社は、その商圏を問題解消措置の対象から除外すること等を公取委に求め

ることができる。 

 

 DCM／エンチョー 

 https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/aug/250829_kiketsu_de_gairyaku.pdf 

  公表資料の全体 

    https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/aug/250829kiketsu_de.html
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 白石教授からレジュメに基づき説明が行われた後、概要、以下のとおり議論が行われた。 

 

１ 塩野義製薬／鳥居薬品 

 

● 本件における医薬品のように新規参入が容易でない場合には、問題解消措置として、同

等の競争パフォーマンスをもつ新規参入者に支援を与えるということについては、その

ような者が本当に見つかるものなのかということが気になる。このような問題解消措置

が認められるということは、ある程度のそのようなものが見つかるメドがついていると

いうことか。 

また、問題解消措置をとる上で、どれくらいの期間を考えたらよいのか。 

 

〇 誰を新たなライセンシーや事業譲渡先とするかについては、既にその相手が決まって

いて事例集にもそのことが書かれている場合もあれば、決まっていても公表する段階で

ないとして事例集に書かれていない場合もある。また、そのような者が見つからなかった

ときにはどうするのかといった問題もあるが、本件では見つからなかったときの措置に

ついての記載はない。 

競争制限となる場合の問題解消措置の実施に当たって、競争制限的な状態がどの程度

の期間継続することが許容されるかという点については、その間に不当な価格で販売さ

れないかとか価値の毀損はないかとかいろいろな手当をしながら合理的な期間をみてい

くということになるのかもしれない。 

 

● 本件では、いつまでに新たなライセンシーを見つけなければならないかとか、見つから

なかったときにはどうしたらよいかといったことが記載されていないが、塩野義製薬の

ホームページを見ると、特定の会社が対象商品のプロモーションを行うようなことがう

かがわれるので、その会社がライセンシーとなることが既に決まっているのかもしれな

い。 

ATC コードについては、医薬品の市場の画定の際に用いられるが、結局は需要の代替

性を考慮して ATC コードとは別の市場を画定しているので、あまり役に立っていない気

がする。 

 

〇 本件以外の医薬品についても、結局は需要の代替性といった教科書通りの考え方によ

って市場画定されているのかもしれない。 

 

● 最近、問題解消措置のモニタリングについては、本件のような監視受託者が出てくるこ

とが多い印象である。 
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〇 最近では、監視受託者の固有名詞が記載されている事例もある。 

 

● 誰が事業を引き継ぐのかについては、ある程度定まらないと公正取引委員会も問題解

消措置が十分か判断できないのではないかと思われる。 

例えば、日本の市場は小さいので別の大きな市場に力を入れたいといった本件のライ

センスに対する意欲の程度とか、本件商品と薬物療法の別の商品と両方取り扱うことに

より売り込みをしやすくなるといったライセンスを受けた後の競争力、事業能力などが

ある程度確定していないと判断に困ると思われる。公正取引委員会にとっては、本件のよ

うにシェアが５％なら構わなかったが、３０％だったらもっと厳しく見ていたというこ

ともあったかもしれない。 

医療機関についても、ライセンシーを探すのに手間取っているようであればその商品

を使えないということがあるかもしれない。 

そのようなことからすると、本件では新たなライセンシーは決まっていたのではないか

と思われる。 

また、塩野義製薬がどれだけのインセンティブをもって新たなライセンシーへの支援

を続けるかについて、評価のところでもっと触れてもらえると、本件のようなシェア１０

０％となるときの問題解消措置を考えるときの参考になり助かったと思われる。例えば、

問題とされた商品が塩野義製薬にとってどれだけの売上げのあるものであるかといった

ことや同社による鳥居薬品の株式の取得比率は２０％を超える程度の支配なのでこの分

野で鳥居製薬がいくらかせいでも利益の２０％程度しか還元されないとか、そのような

事情が、塩野義製薬にとっては、本件の問題解消措置をとったとしても本件統合の効果が

失われないかどうか判断するに当たり重要になってくると考えられる。 

 

〇 そのような事情が企業にとって重要であることについて貴重なコメントをいただいた。 

 

２ イオン／ツルハ 

 

● ドラッグストアの地理的範囲の画定についての考え方は、本件によるよりも、過去のマ

ツモトキヨシ・ココカラファインの事例（令和元年）やイオン・フジの事例（令和３年）

での記載を見る方が分かりやすかった。 

 

〇 公正取引委員会の web サイトの「企業結合」のページに「統計・資料」のページがあ

り、そこに過去の一定の取引分野についての事例も掲載されている。 

 

● 店舗の買い手が見つからなかったときには、どのような措置をとるべきとされるのか。

問題となった店舗だけを買おうとする買い手はなかなか見つからないのではないか。 
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〇 長崎の地銀の事例のように、最終的には１店のみとなってもやむを得ないということ

もあるかもしれないが、価格についての監視者を置くといった対応もあるかもしれない。 

 

● ドラッグストアは、比較的参入障壁が低いと考えられるが、具体的な他社の参入予定が

不明の場合であっても、過去のデータから参入可能性があるといった主張をすることは

可能か。 

 

〇 具体的な参入計画がない場合であっても、一般的な考慮要素として参入可能性が高い

ことが考慮されることはあり得る。 

 

● 当事者の２店舗のみしか存在しないときに、問題解消措置として、その２店舗に、価格

は独立して決定することを求め、売上げが増えた店舗に報酬を与えるといった競争のイ

ンセンテフィブを与えることとしてはどうか。 

 

〇 そのような制度設計は有効かもしれない。 

 

● 審査局の審査事案の発表文には、資料として過去の同様の事例や同じ業界の事例が添

付されているが、企業結合についてもそのような資料を添付してもらえるとありがたい。

また、「イオングループ店舗とツルハグループ店舗との往来が容易でないため当事会社グ

ループ店舗間の従来の競争が活発でなく、かつ、商圏内も競争者店舗からの競争圧力が一

定程度働いている商圏」は、競争の実質的制限はないとされているが、そもそも往来が容

易でないなら別の市場としてもよかったのではないか。 

 

〇 確かに別の市場であれば、そもそも競争制限効果はないことになる。ただ、「往来が容

易でない」という部分は、「かつ」以下の枕詞のようなもので、「かつ」以下の部分が重要

なのかもしれない。 

 

● 人流データを利用して買い回りの範囲を推定したとされているが、そのようなデータ

は公正取引委員会によるのか当事者によるのか。 

 

〇 「注１０」によれば、携帯電話会社から有料で誰でも入手できるものであったと考えら

れる。 


